
別表２中「財務Ｂ001」、「財務Ｂ002」、「厚労Ｂ001」及び「国交Ｂ003」を削り、「国交Ｂ007」の次に

「法務Ｂ001」及び「厚労Ｂ007」を次のように加える。

番号 法務Ｂ001

特定地域活性化事業の名称 特定伝統料理海外普及事業

措置区分 告示

特例措置を講ずべき法令等の名
称及び条項

出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）第７条
第１項第２号

出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の規定に基づ
き同法別表第一の五の表の下欄（二に係る部分に限る。）に掲
げる活動を定める件（平成２年法務省告示第131号）

特例措置を講ずべき法令等の現
行規定

在留資格「特定活動」において、あらかじめ法務省告示で定
める活動に、外国人が、日本国内の料理店で働きながら日本
の伝統料理の知識及び技能を修得するための活動は認められ
ていない。

特例措置の内容 地域活性化総合特別区域における地域の活性化を図るため、
特定伝統料理（注１）の海外への普及を図ることを目的とし
て、当該特区内において、新たに、特定調理活動（注２）を
行うことを可能とするために、在留資格「特定活動」につい
て、あらかじめ法務省告示で定めている活動の特例を設ける。

（注１）「特定伝統料理」とは、地域活性化総合特区内におい
て考案され広く提供されている我が国の伝統的な料理をい
う。

（注２）「特定調理活動」とは、本邦の公私の機関との契約に
基づいて当該機関の地域活性化総合特別区域内に所在する
特定された事業所において調理に関する技能を要する特定
伝統料理の調理に係る業務に従事する活動をいう。

同意の要件 １ 指定地方公共団体は、本事業を円滑に実施するため、運
営・監督主体として、対象外国人の受入れ環境の整備等に
ついて記載した実施要領を作成し、法務大臣に報告するこ
と。

２ 申請人が特定調理活動を行うため受け入れられる本邦の
公私の機関が次のいずれにも該当していること。

\ 特定伝統料理に係る地域活性化総合特別区域内の産業
の発展に資する取組を他の公私の機関と連携して行って
いること。

] 申請人が国籍又は住所を有する国において所属する公
私の機関（以下「海外の所属機関」という。）との間で、
次の事項について合意し、その内容を明らかにした書面
を交換していること（^に該当する場合を除く。）。

{ 申請人が海外の所属機関の業務の一環として派遣さ
れること。

| 申請人が帰国後、海外の所属機関の業務に復職する
こと。

} 本邦において従事する特定調理活動について本邦の
公私の機関と申請人とが雇用契約を締結すること。

_ 申請人が特定調理活動を行うための受入れ環境の整備
等に関して指定地方公共団体が策定し法務大臣に報告し
た次の事項を含む実施要領を適正に実施することができ
るものとして当該指定地方公共団体に指定されているこ
と。
{ 特定伝統料理を修得するための計画及び施設に関す
る事項

| 在留中の住居の確保に関する事項
} 特定伝統料理の指導員及び生活指導員の任命に関す
る事項

~ 報酬及び労働・社会保険への加入等を担保する財産
的基盤に関する事項

� 申請人との面接及び申請人からの相談への対応に関
する事項

� 申請人の帰国旅費の確保その他の帰国担保措置（申
請人が帰国旅費を支弁できない場合に指定地方公共団
体が負担することを含む。）に関する事項

‚ 特定調理活動の継続が不可能となった場合の措置
（特定調理活動の継続のために指定地方公共団体が新
たな本邦の公私の機関の確保に努めることを含む。）に
関する事項

` 特定伝統料理を修得するための期間を２年以内として
いること。

a 特定調理活動を行う者の受入れ人数を一事業所当たり
２人以内としていること。

b 過去３年間に外国人の受入れ又は就労に係る不正行為
を行ったことがないこと。

３ 申請人が次のいずれにも該当していること。
\ 海外の所属機関又は調理に関する第三者機関の推薦又
は説明により、調理における技能を有し、素行が善良で
あると認められること。

] 特定伝統料理を修得する意思及び帰国後、特定伝統料
理を世界へ発信する意思を有すること。

^ 特定調理活動に日本人が従事する場合に受ける報酬と
同等額以上の報酬を受けること。

特例措置に伴い必要となる手続 特になし。

番号 厚労Ｂ007

特定地域活性化事業の名称 地域活性化総合特別区域介護機器貸与モデル事業及び介護予
防ポイント事業

措置区分 通知

^ 申請人が国籍又は住所を有する国において飲食店営業
を営んでいる場合は、次の事項の内容を明らかにした特
定伝統料理を修得するための計画書の提出を受け、本邦
において従事する特定調理活動について当該申請人と雇
用契約を締結していること。
{ 申請人が営む飲食店営業の業務の一環として特定伝
統料理を修得すること。

| 申請人が帰国後、特定伝統料理等を提供する飲食店
営業を営むこと。
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